





































































































































(７) Oppenheim’s International Law (9?ed., vol. Ⅱ), edited by Sir Robert
 
Jennings and Sir Arthur Watts(1992),pp.847-8
(８) Antonio Cassese,International Law,(2??ed.,2005),pp.146-50



















































































































(17) Hans Kelsen-Robert W.Tucker(ed.),Principles of International Law,(2??
ed.,1966),p.575
(18) Hersch Lauterpacht, International Law: Collected Papers,Ⅰ (1970), pp.
225-7




















































































































(30) Gerald Fitzmaurice, “The General Principles of International Law”92
Recueil des Cours (1957-Ⅱ),pp.68-94









重視するというのは、世界的に一致した評価である。Brownlie, supra note 9, p.
33;Karl Josef Partsch,“International Law and Municipal Law”,R.Bernhardt











































































































































































ing Betsy Canon and Separation of Powers:Rethinking the Interpretive Role of
 
International Law”,86The Georgetown Law Journal (1997),p.527;Restatement



































































































































(59) Thomas Buergenthal,“Self-Executing and Non-Self-Executing Treaties
 












































































定める。同条は「権利を否定されない（shall not be denied the right)」と
かなり控えめな表現をとっている。ところが二風谷ダム事件判決では「ア
イヌ民族は、文化の独自性を保持した少数民族としてその文化を享有する
権利を B規約二七条で保障されて
(64)
いる」と述べられ、同条と憲法13条を
根拠にアイヌ民族の文化享有権が認められた。本判決が27条の権利を消極
的に解さなかった点は、規約人権委員会の見解にも沿うものとして評価さ
れて
(65)
いる。
子どもの権利条約も、?締約国は……についての子どもの権利を認める」
といった規定が多い。しかし同条約の定める子どもの権利を消極的に解す
べきではない。同条約は全体的な趣旨として「権利行使主体としての子ど
も」観に立脚しているからである。伝統的パターナリズムに基づく「保護
の客体」としての子どもではなく、成長･発達段階に応じて自分のことは
自分で決める子どもが想定されて
(66)
いる。国連子どもの権利委員会は1998
年、日本政府の第１回報告書審査における総括所見（concluding observa-
tions）で「権利の全面的主体としての子どもという
(67)
概念」を社会に普及さ
(64) 札幌地裁1997年３月27日判決、判例時報1598号33、44頁
(65) 苑原俊明「マイノリティである先住民族の権利」(ジュリスト1135号［臨時増
刊平成９年度重要判例解説］、1998年)、274頁
(66) 子どもの権利条約の「子ども観の転換」については多くの論考がある。さしあ
たって法律時報75巻９号（2003年）の「特集子どもの権利擁護と自己決定」の諸論
文のほか、太田いく子「子どもの人権」国際法学会編『日本と国際法の100年［４］
人権』所収（三省堂、2001年）を挙げておく。
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せる取り組みが不十分だとの懸念を示した。2004年の第２回総括所見でも
「子どもが権利主体であるという事実について社会的関心を促すキャンペ
ーンを強化する
(68)
こと」との勧告がなされた。同委員会はその他多くの文書
で子どもの独立した権利主体性を強調している。そのような趣旨を踏まえ
ると、子どもの権利条約の権利規定の多くは、国内法的効力として個々の
子どもの権利を創設すると解される。とりわけ６条の生命への権利や12―
16条の自由権的諸権利は重要な意義を与えられていることから、具体的権
利性を認めて然るべきである。
まとめ
国際人権法･国際人道法の発展に伴い、個人の国際法上の地位を確実な
ものにする努力がなされている。国際刑事裁判所の設立によってその状況
は一歩前進した。しかし、国家を基本単位とする国際法システムが一朝一
夕に大きく変わることはなかろう。また国際社会の分権構造からいって、
国際法秩序固有の統一的機関が登場する見込みもない。国際法の履行は今
なお、そしてこれからも各国国内機関に大きく委ねられている。その意味
でも国際法を国内に受容し、国内法として実行することの意義は大きい。
個人の国際法主体性を実現する果てしない目標に取り組まなくても、条約
を国内法化することによって個人の国内的権利が比較的容易に認められ
る。そして整備された国内法制度を通じて、効果的な救済を受けることが
できる。本稿ではそのことを示すために、国内に受容された条約が純然た
る国内法であることを強調した。
樋口陽一『国法学』の帯には次のように書かれている。?立憲の原則を
議論する『国法学』において、いまなによりも問題となるのは、憲法と条
約に掲げる諸権利を、裁判の方法によって法的に確保する可能性である」。
(67) U.N.Doc.CRC/C/15/Add.90.,para.11
(68) U.N.Doc.CRC/C/15/Add.231.,para.21
早法80巻３号（2005）402
すなわち現代の国内公法体系において、憲法の人権規定と人権条約の権利
規定は一体の権利章典を構成する。国内人権と国際人権とが補完しあって
立憲主義はより強固なものとなる。
条約上の個人の権利（枦山) 403
